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『ハンナ・アーレント』

監督：マルガレーテ・フォン・トロッタ

2012 年／ドイツ、フランス、ルクセンブルク／

114 分

　主な争点は二つあった。一つは「悪の陳腐さ」という
彼女の提唱した概念である。これは悪魔のような人物と
考えられていたアイヒマンへの擁護と誤解された。もう
一つは自身ドイツ系ユダヤ人としてフランスでの収容所
生活を経験したアーレントが、みずからの経験も踏まえ、
ナチスドイツ支配下のユダヤ人指導者たちの態度を批判
したことである。これらは共に「反ユダヤ主義（あるい
は反セム主義）」と受け取られ、大バッシングを浴びる
こととなった。
　本作の中で、ハンナ・アーレントは言う。「わたしは
一度も民族を愛したことはない」。「わたしが愛するのは
友人だけ」。その友人たちさえ敵に回しても彼女はけっ
して自説をまげない。冷酷な女と言われながらも「思考」
の英知によって立つ彼女が守ろうとしたものは、他者を
正しく理解することの重要性だった。公正であることの
傷つきやすい美しさを、本作はあらためて教えてくれる。
( うろこ )

　本作は、有名なアイヒマン裁判におけるドイツ系ユダ
ヤ人の女性政治哲学者ハンナ・アーレントの孤独な戦い
を描いた映画である。本作に出てくる法廷の様子はじっ
さいの記録フィルムが使用されている。トロッタ監督は
ドイツのマルクス主義者ローザ・ルクセンブルクを取り
上げた 1985 年の伝記映画でも著名で、やはり激動の時
代の中でおのれの信念に生きた女性活動家の鋼の姿を描
いた。本作と同じくバーバラ・スコヴァが主演を務め、
カンヌ映画祭女優賞を獲得している。
　アドルフ・アイヒマンは元ナチスの将校で、かねてナ
チスドイツの組織的なユダヤ人虐殺において司令的役割
を果たしたと目されていた。その彼が、1960 年になっ
てアルゼンチンに潜伏中のところをイスラエルの諜報組
織モサドによって捕らえられたところから本作は始ま
る。彼がイスラエルで裁判にかけられることになると、
それを知ったハンナ・アーレントはニューヨーカー誌に
裁判の傍聴を志願し、報告書として一冊の著作をまとめ
ることになる。日本では『エルサレムのアイヒマン――
悪の陳腐さについての報告』としてみすず書房から出版
されているその報告書は、しかし彼女にとっては思いが
けない大論争を引き起こす。

◆映画『ハンナ・アーレント』

公正であることの美しさ

うめばやし ひろみち
1937年、兵庫県洲本市生まれ。ピースデポ特別顧問。長
崎大学核兵器廃絶研究センター（RECNA）初代センター
長（2012～15年）。

教育、文化活動など市民生活の活動全体を
視野にいれた人間存在の在り方を示す言葉
が欲しかったのである。それを生活者と呼
ぶことにした。このように考えたとき、労
働も市民の生活活動の重要な一形態である
ことを考えると、生活者イコール労働者と
考えていいはずである。しかし、多くの市
民運動の担い手はそのような感覚を持たな
かった。

それに反して、労働運動にとって労働
者イコール生活者という考え方に抵抗はな
かった。労働運動とは本来的に生活領域を
含む包括的なものであるべきだという理念
が、労働運動のなかで歴史的に育っていた。

私は、「労働者・生活者センター」の果
たしうる役割について、次のような可能性
を語っていた。それは、一つの地域での生
活者としての闘いと労働現場の闘いが、同

じ地域の土壌、あるいは大衆基盤の中で混
じり合うことによって闘争が発展するとい
うイメージであった。

「たとえば KT 君の職場では、（23 歳と
いう KT 君の）年齢からいって、KT 君た
ちが高年齢層をつかむのが難しいというよ
うなことがあると思う。そのとき『くらし
をつくる会』の三里塚の野菜をきっかけに
して新しいつながりができる可能性がある
と思うんです。それらも一つの階級闘争の
基盤として形成してゆくような議論をセン
ターでやっていれば、新しい質の地域共闘
の基盤が形成されると思うんです。」



16

脱軍備・平和レポート　第 8号（2021 年 4月 1日）

日 誌
2021.1.16~3.15

作成: 光 岡 華 子 、ド ゥ ブ ル ー 達 郎

●ピースデポ入会の案内

　会員、賛助会員、年間購読者には、『脱軍備・平和レポー

ト』（年 6 回）と『ピースデポ会報』（年 2 回）に加え、資

料年鑑の書籍『ピース・アルマナック』をお届けします。

　詳細や入会の申し込みはピースデポ HP をご覧ください。

（http://www.peacedepot.org/joinus/member/）

【核兵器・軍縮】
●1月20日　加藤官房長官、日本の核
兵器禁止条約オブザーバー参加に慎重
な考え示す。
●1月22日　核兵器禁止条約が発効。
●1月22日　仏、核兵器禁止条約批判
の声明発表。条約不参加の意向を改め
て明言。
●1月22日　被団協、国会内で核兵器
禁止条約発効記念集会。被爆者14人が
参加し日本に条約参加を要請。
●1月22日　オーストリア外相、今年
末にもウィーンで開催の核兵器禁止条
約第1回締約国会議に被爆者を招待す
る意向示す。
●1月22日　カンボジア、核兵器禁止
条約批准。批准国は計52に。
●1月22日　核兵器禁止条約未署名の
スイスとスウェーデン、第1回締約国
会議にオブザーバー参加することが判
明。
●1月24日　広島で核兵器禁止条約発
効を記念し、広島で被爆したピアノで
コンサート。
●1月26日　米露首脳、初の電話会談
で新START条約の5年間延長を原則的
に合意。手続きを開始。
●1月27日　茂木外相、核兵器禁止条
約締約国会議の被爆地開催について

「日本が招致するのは不適切」と発言。
●2月2日　広島県知事、4月1日に「ひ
ろしま国際平和創造センター」（仮称）
を設立と発表。国際社会に核兵器廃絶
への合意形成を働きかけ、人材育成や
研究推進。
●2月3日　 米 露 両 政 府、新STARTの5
年延長で合意。（本号参照）
●2月4日　茂木外相、新START延長歓
迎の談話発表。
●2月4日　外務省、核兵器禁止条約発
効受けNGOとオンラインで意見交換。
批准は認めず。
●2月4日　米露電話会談、新STARTを
発展させた新たな核軍縮の枠組みの必
要性を議論。
●2月5日　ヒバクシャ国際署名連絡会

オンライン集会、2016年からの活動を
振り返り、3月中旬に解散することを
表明。
●2月18日　フィリピン、核兵器禁止条
約に批准。批准国は計53に。
●2月18日　高校生平和大使と高校生
一万人署名活動実行委員会、核兵器禁
止条約の署名・批准国への激励の手紙
に4か国・地域からの返信を報告。
●2月19日　インド洋のコモロ、核兵器
禁止条約に批准。批准国は計54に。
●3月1日　米、1954年にビキニ環礁
で水爆実験を行った日に合わせ、実験
で被害受けたマーシャル諸島国民に

「世界の平和に貢献」と声明。
●3月1日　ビキニ被ばくから67年、オ
ンラインで「3・1ビキニデー集会」。原水
爆禁止世界大会実行委員会主催。
●3月5日　広島県被団協と県原水協、
広島市議会が成立目指す平和条例につ
いて、慎重な検討求める意見書提出。
●3月8日　広島県内女性団体など、国
際女性デーに合わせ核兵器のない世界
を目指すテーマで集会。
●3月8日　長崎出身大学生ら、長崎県
関係の国会議員に核兵器禁止条約への
考えなど尋ねたことを報告。
●3月9日　広島の被爆者でカナダ在住
のサーロ節子氏のドキュメンタリー映
画、4月17日に公開と報道。
●3月9日　外務省、オンラインでの第
2回賢人会議フォローアップで8月開催
予定のNPT会議への対応などを協議。
●3月13日　英紙、英政府が核兵器増強
に乗り出す方針と報道。

【日米安保・憲法】
●1月18日　露外相、米との軍縮協議前
進に期待を示す一方で、日米同盟に懸
念も表明。
●1月24日　日米防衛相が電話会談、尖
閣諸島への日米安保条約適用を確認。
●1月26日　政府、北村保安局長が昨年
12月付で米国防総省から最高級の特別
功労章授章と発表。
●1月28日　バイデン大統領、菅首相
との電話会談で「核の傘」提供の意向表
明。同盟強化や尖閣防衛を協議。
●1月28日　中国、日米首脳会談に「尖
閣諸島は固有の領土」と反発。
●2月2日　自民党保守系議員連盟、沖
縄・尖閣周辺で日米共同演習を行うこ
となどを盛り込んだ政府への要請書ま
とめる。

●2月3日　加藤官房長官、在日米軍駐
留経費の日本側負担について、日米協
議で早期妥結目指すと述べた。
●2月12日　陸自北富士演習場（山梨
県）での在沖海兵隊の実弾射撃訓練終
了。10日間で火災4度。
●2月24日　日米両政府、在日米軍駐
留経費負担に係る特別協定の一年延長
する議定書に署名。（本号参照）　
●3月3日　バイデン大統領、国家安全
保障戦略の暫定的指針発表。
●3月11日　政府、日米2+2共同文書に
中国を名指しし海警法への懸念明記す
る方向明らかに。

【朝鮮半島】　
●1月19日　金正恩氏、選出された党・
内閣幹部らと記念撮影。人民への献身
を強調。
●1月19日　韓国国防部、軍事会談で
DPRKといかなる問題も協議可能。
●1月25日　韓国統一部、金与正氏の
実質的役割・影響力「続いている」。
●2月2日　韓国国防白書、DPRKはミ
サイル部隊増やし特殊作戦軍強化と記
述。
●2月3日　韓国統一相、対北制裁の柔
軟適用　「非核化交渉を促進する可能
性も」。
●2月8日　DPRK党 機 関 紙 が 軍 創 設
７３周年　経済分野での役割促す。
●2月9日　駐北ロシア大使、国境封鎖
の長期化で「平壌では必需品も購入困
難」。
●2月9日　韓国統一部、開城団地停止
から５年「非常に残念」とし、再開へ議
論呼び掛け。
●2月10日 DPRK党中央委総会２日目、
金正恩氏が軍事・対韓・対外部門の活動
方向提示。
●2月17日　DPRK、金正恩氏の肩書の
英語表記を「プレジデント」に変更。
●2月17日　 韓 国 国 防 部、DPRKが 党
大会で条件付き関係改善示唆と分析。
●2月19日　DPRK、駐中大使に元貿易
相の李龍男氏任命し、経済協力強化へ
布石。
●2月25日　金正恩氏、軍の規律確立・
新世代の統制強化強調。
●2月28日　DPRKが金正恩氏の偉人
伝、「核には核で」と国防力誇示。

今号の略語
DPRK =朝鮮民主主義人民共和国
IAEA＝国際原子力機関
JCPOA=イラン核合意
NATO=北大西洋条約機構
NPT＝核不拡散条約
START＝戦略兵器削減条約
TPNW=核兵器禁止条約
UAE=アラブ首長国連邦
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●3月2日　IAEA、DPRKは核施設の稼
働継続と報告。
●3月8日　米韓合同演習が縮小して開
始。18日まで。
●3月11日　韓国政府がDPRK専門サイ
ト開設へ。国際社会に向け英文で発信。
●3月11日　前バチカン韓国大使、ロー
マ教皇は朝鮮半島平和プロセスに寄与
可能。訪朝実現を。
●3月11日　韓国統一相、韓米軍事演習
の指揮所「地下バンカー」訪問。国防相が
提案。

【イラン・中東】
●1月20日　エジプトがカタールと外
交関係の再開で合意。
●1月29日　イタリアがイエメンの和
平プロセスを進展させるため、戦争当事
国であるサウジとUAEへの武器売却の
停止を発表。
●2月5日　米国はイエメン戦争を早期
に解決するため、アンサールッラーの

「テロ組織」指定の撤回を発表。
●2月7日　バイデン大統領、『CBS』のイ
ンタビューで「米国はイランを交渉の
テーブルに戻すため、先に制裁を解除す
るか」との質問に「しない」と回答。
●2月7日　ハメネイ最高指導者、JCPOA
を遵守させたいのなら、米国が制裁を完
全に解除しなければならない」と発言。
●2月18日　米国がJCPOA当事国の枠
組みでイランと対話する用意があると
表明。イランへの制裁の一部緩和を決
定。
●2月21日　イラン、国際原子力機関

（IAEA）による現行の基本的な査察を最
大3カ月間受け入れると表明。
●2月23日　イランはIAEAの追加議定
書の暫定適用を停止する一方で、保障措
置協定の履行は続けると表明。
●2月26日　米国家情報長官室、2018
年10月のサウジ人ジャーナリスト殺害
事件が、サウジのムハンマド皇太子によ
る承認を経ていたとする報告書発表。

【原発】
●1月17日　大飯原発4号機、運転再開。
●1月21日　東京高裁、福島原発事故で
避難の91人の国と東電への賠償訴訟で
国の責任否定。

●1月22日　小泉原子力防災担当相、女
川原発防災訓練をコロナで延期と発表。
●1月26日　原子力規制委、福島原発事
故の新事実について報告書まとめる。
●1月27日　経産省、2060年に運転可
能原発は最大8基へ減少との見通し示
す。
●1月28日　経産相、東電に一連の不手
際の原因究明と管理体制の点検に取り
組むよう指導と明かす。
●2月1日　東海第2原発、事故時の避難
先に約6,900人分のスペース不足と判
明。
●2月5日　富岡労働基準監督署、福島
原発作業員の検査を替え玉で行ったと
し部長を書類送検。
●2月15日　東電ホールディングス、柏
崎刈羽原発不正入出で社長を厳重注意
と発表。
●2月18日　青森県むつ市核燃料中間
貯蔵施設の電力大手共同利用案、活用意
欲示しているのは関電のみと判明。
●2月19日　東電、福島第2原発職員が
IDカード紛失、柏崎刈羽原発で侵入検知
器設備損傷と明かす。
●2月24日　原子力規制委長、福島第1
原発の地震計故障について東電の対応
検証の考え示す。
●2月25日　仏原子力安全局、原発耐用
年数を40年から50年に延長することを
認める。
●2月27日　東電の慰謝料や営業損害
等の原発賠償額累計10兆円超と判明。
●2月28日　東電、福島第1原発3号機
の使用済み核燃料取り出し完了と発表。
●3月5日　 独 政 府、脱 原 発 で の 損 害
3100億円補償で電力4社と合意と発
表。2022年末までに脱原発実現を目指
す。
●3月7日　国会周辺で脱原発を訴える
集会。
●3月7日　関電、高浜原発3号機の運転
再開。
●3月9日　政府、復興基本方針を改定。
●3月11日　福島第一原発事故から10
周年。東電本社前で原発反対の集会。
●3月11日　原子力規制委長、職員訓示
で原発安全神話に注意を呼びかけ。
●3月13日　台湾環境保護団体、台北で
原発全廃求め集会。

【沖縄】
●1月22日　シュワブ内にアーチ状の
建造物確認。コロナ禍でも止まらぬ工事
に市民抗議。
●1月24日　岸防衛相と米国防長官、辺
野古移設が唯一の解決策との方針を再
確認。
●1月25日　玉城知事、陸自の辺野古常
駐極秘合意に「認められない」との姿勢
示す。
●1月26日　岸防衛相、自衛隊配備を考
えていないと極秘合意そのものを否定。
●1月28日　米海兵隊と陸自、県のコロ
ナ自粛要請応じず金武ブルービーチで
共同訓練強行。
●1月28日　金城知事公室長、慶良間諸
島周辺の低空飛行訓練を米側に抗議。
●1月30日　大学入試共通テストで沖
縄米軍基地返還での経済効果増大に関
する出題。
●2月2日　米軍FA18戦闘攻撃機、普天
間上空飛行。最大122デシベルの騒音に
苦情9件。
●2月10日　沖縄県議会、県全域での低
空飛行中止要求提案を全会一致で可決。
●2月10日　米軍、県とうるま市の中止
要請中2日連続でパラシュート降下訓
練強行。
●2月11日　那覇署、強制わいせつ容疑
の米兵を再逮捕。容疑を否認。
●2月17日　菅首相、米軍機の低空飛行
訓練に「日米安保の達成に重要」との認
識示す。
●2月23日　米バークレー市議会、辺野
古反対を決議。工事の全面中止求める。
●2月25日　自衛隊と米軍が3月に嘉手
納基地で共同訓練を実施することが判
明。
●3月1日　嘉手納、普天間で県立高校
卒業式の間も騒音。

【その他】
●1月20日　米国でバイデン政権、誕
生。
●3月12日　米通信当局、ファーウェイ
など中国5社を安保の脅威としてリス
ト指定と発表。

　
　参与連帯のシン・ミジさんの講演
から、平和は、市民から政治に働き
かけることで実現できるということ
を学びました。核兵器禁止条約が個
人と NGO などが国家に働きかける
ことで発効されたように、朝鮮半島
平和プロセスを進めるための朝鮮戦
争の終戦宣言もまた、市民の働きか
けで実現できる可能性があります。
　1953 年に休戦協定が結ばれて
以 降、 法 的 に は 70 年 近 く 戦 争　　　　　　　　 

　　　　　　編集後記
状態が続いています。終戦宣言は「戦
争は終結した」と正式に宣言するも
ので、米朝間の軍事的対立を解消し
ます。もちろん、宣言をしたらすぐ
に平和が来るわけではありません
が、今後戦争が起こる可能性が無い
という信頼感を北朝鮮に持たせるこ
とができ、核査察を容易にするなど、
平和プロセスの始まりになります。
米朝間の敵対関係の緩和は、南北間、
日朝間の軍事的緊張も緩和します。

在韓米軍の規模が縮小されるだけで
なく、日本にある朝鮮国連軍後方司
令部もその役割を終えるでしょう。　　　 
　終戦宣言はただのパフォーマンス
ではありません。平和体制移行への
鍵となるものです。北朝鮮が非核化
をするまで待っているべきでありま
せん。平和は待っていて来るもので
はなく作るものです。終戦は市民の
行動で実現されるでしょう。　（ドゥ
ブルー）
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● 寄付のお願い
　私たちの調査・研究活動は、平和・軍縮問題に関
心を持つ、一人一人の市民によって支えられていま
す。皆さまのご支援をお願いします。寄付には「よ
こはま夢ファンド」もご活用ください。

【郵便振替口座】
　口座番号　00250-1-41182
　口座名称　特定非営利活動法人ピースデポ

【銀行口座】
　横浜銀行 日吉支店
　普通　1561710　トクヒ ) ピースデポ

●「よこはま夢ファンド」

　 横 浜 市 市 民 活 動 推 進 資 金「 よ こ は ま 夢 フ ァ ン ド 」 を

活 用 し て ピ ー ス デ ポ に 寄 付 を 頂 く と、 所 得 税 や 法 人

税 に つ い て 寄 附 金 控 除 な ど 税 の 優 遇 措 置 が 受 け ら れ

ま す。 横 浜 市 以 外 の 方 の 場 合 は、 返 礼 品 も あ り ま す。

　詳しくは横浜市 HP をご覧ください。寄付は全国どこから

でも可能です。

（https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kyodo-manabi/

shiminkyodo/shien/yumefund/gaiyou.html）

次の方々が本号の発行に
参加・協力しました

朝倉真知子、梅林宏道、大嶋しげり、
清水春乃、ドゥブルー達郎、中村和子、

         原三枝子、光岡華子、山中悦子、
         湯浅一郎、渡辺洋介   ※50音順

定価：300 円

「北東アジア非核兵器
地帯へ: 朝鮮半島非核化
合意の公正な履行に関
する市民の監視活動」

最新号「監視報告No.30」（3月23日)
「第8回労働党大会以後も、北朝鮮の非核化政策や対米交渉の姿勢は変わっ

ていない」
ブログ : https://nonukes-northeast-asia-peacedepot.blogspot.com/

メルマガ購読希望の方は、office@peacedepot.org まで

　B5判、260ページ
発売元：緑風出版

★巻頭エッセイ：
　ウイルス禍と平和　高原 孝生
★2019年解題

中村桂子／梅林宏道／森山拓也／
木元茂夫／河合公明

★新資料
★地方議会416リスト：TPNWの署名・
批准を求める意見書／フォード米国
務次官補 ： 核軍縮の環境創出／米国
宇宙軍創設／平和活動グループ・リス
トなど　

定価 2200円

2020 年 6 月刊行
（会員には無料配布）

北東アジア非核兵器地帯へ：朝鮮半島
非核化合意の公正な履行に関する
市 民 の 監 視 活 動 報 告 集（2018.11 ～
2021.1）　

A4版、85ページ。
価格：500円＋送料280円

板門店宣言とシンガポール共同声
明によって朝鮮半島で大きな変化
が起きつつある。関係国政府の外
交努力の進展を監視しつつ、政府
にその重要性を訴え、市民社会へ
の発信を目的にした監視報告集で
ある。28章より構成される。

『ピース・アルマナック2020』『非核化合意履行・監視報告集』

2021年1月刊行


